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１ はじめに 

今日、人口減少、高齢化が進み、地域コミュニティの機能低下が懸念される中、最近

では自然災害の頻発、さらには新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、社会的

課題が複雑化・多様化しています。 

そこで、様々な領域で活動するＮＰＯ・ボランティア団体と企業、行政がそれぞれの

役割分担の下でパートナーシップを形成し、協働することで地域の課題解決に取り組み、

共に地域にとって必要なサービスの提供主体となる共助社会づくりを推進することが

求められています。 

本調査は、福岡県及び県内の市町村におけるＮＰＯ・ボランティア団体との協働事業

を把握し、今後の協働の促進に向けた施策の参考とするため、平成 14 年度から毎年実

施しています。 

 

２ 調査の概要 

（１）実施概要 

  実施：令和８年４月 

  対象：福岡県及び県内 60市町村 

  回答率：100％ 

  調査方法：電子メール 

 

取りまとめた回答一覧はＨＰに掲載しています。 

 

※福岡県のＨＰ（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/）内で 

「令和８年度 協働事業実績調査」のキーワードで検索してください。 

 

なお、掲載している事業は、下記の協働の定義により、県及び市町村において協働事

業と判断され、回答されたものです。今後の事業企画及び実施の参考にしていただくた

め、協働事業の形態を広義に捉えて掲載しています。 

 

（２）用語の定義及び協働の形態・分野 

協働という言葉には、統一的な定義がありません。本県では、「協働」を次のとおり

定義します。 

協働とは、ボランティア団体・ＮＰＯ、行政、企業のそれぞれの主体性・自発性のもとに、

互いの特性を認識・尊重し合いながら、対等な立場で、共通の目的を達成するため協力・協調

すること 

（出典：平成 15年３月「ボランティア団体・NPOと行政、企業との協働に関する基本指針（福岡県）」 

 

また、ＮＰＯに含まれる団体の範囲についても狭義から広義まであり、使い方は統一

されていません。そこで、本県では、ＮＰＯ・ボランティア団体を次のとおり定義しま

す。 

ボランティア団体・ＮＰＯとは、不特定かつ多数のものの利益の増進のため、自発的に社会

貢献活動を行う、営利を目的としない民間団体 

（出典：平成 15年３月「ボランティア団体・NPOと行政、企業との協働に関する基本指針（福岡県）」 
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ＮＰＯ・ボランティア団体との協働には、様々な形態が考えられます。それぞれの事

業に応じ、最も効果的な協働形態を選択することは、協働事業の可否に関わる重要な要

因となります。 

 

①  協働委託 

    行政がＮＰＯ・ボランティア団体に対し協働になじむ事業を委託する形態 

   ＊本県では、ＮＰＯ等と協働で委託事業を実施する場合を特に「協働委託」と呼び、

通常の委託とは区別して考えています。 

 

②  補助 

    ＮＰＯ・ボランティア団体が主体的に行う公益性の高い事業に対し、その事業等を

育成、助長するため金銭等を交付する形態 

 

③  実行委員会・協議会 

    ＮＰＯ・ボランティア団体と行政で実行委員会・協議会を組織し、主催者となって

事業を行う形態 

 

④  共催 

    ＮＰＯ・ボランティア団体と行政が主催者となって共同で一つの事業を行う形態 

 

⑤  後援 

    ＮＰＯ・ボランティア団体が行う公益性の高い事業に対し、行政の後援名義の使用

を認めて支援する形態 

 

⑥  物的支援（公の財産の使用等） 

    公益性の高い活動を行うＮＰＯ・ボランティア団体に対し、公共の空き施設を提供

することや、活動に必要な物品や用具等を支援する形態 

 

⑦  人的支援 

    ＮＰＯ・ボランティア団体が行う活動に対し、職員の派遣等を行うことにより支援

する形態 

 

⑧  アダプトシステム 

    地域に密着したＮＰＯ・ボランティア団体がその地域にある道路や河川などの「里

親」になって清掃や植生管理を行う。行政と協定書を結び、行政は必要な用具の貸与

や損害保険の負担、活動団体の掲示などを行う形態 

 

⑨  事業計画段階への参加 

    事業検討の際にＮＰＯ・ボランティア団体から提案を受けるなど県民ニーズや協働

事業に関する意見を求める形態 
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  ⑩ 情報交換・情報提供 

    双方が持っている情報を積極的に提供し、活用し合う形態 

 

  ⑪ 指定管理 

    公の施設の管理運営を委ねる形態 

 

  ⑫ その他 

    上記の形態に当てはまらない項目 

 

   また、ＮＰＯ・ボランティア団体は様々な分野で活動しており、特定非営利活動促進

法に基づく 20分野についても併せて調査を行っています。 

 

  ①保健・医療・福祉の増進   

  ②社会教育の推進 

  ③まちづくりの推進 

  ④観光の振興 

  ⑤農山漁村・中山間地域の振興 

  ⑥学術・文化・芸術・スポーツの振興 

  ⑦環境の保全 

  ⑧災害救援 

  ⑨地域安全 

  ⑩人権擁護・平和推進 

  ⑪国際協力 

  ⑫男女共同参画社会の形成 

  ⑬子どもの健全育成 

  ⑭情報化社会の発展 

  ⑮科学技術の振興 

  ⑯経済活動の活性化 

  ⑰職業能力の開発・雇用機会の拡充 

  ⑱消費者の保護 

  ⑲１～18の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助 

  ⑳その他 
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３ 調査結果 

（１）協働件数  

 ＜県＞ 
令和７年度の協働事業件数は、203件（本庁 169件、出先 34件）となっています。新

型コロナウイルス感染症の影響により協働で事業を行う機会が減少し、令和２年度に大
幅に件数が減少しましたが、その後、件数は再び増加傾向にあります。 

 
 

 ＜市町村＞ 
令和７年度の協働事業件数は 1,707件で、県と同様に、新型コロナウイルス感染症の

影響のため一時的に減少しましたが、現在はコロナ前と同水準まで回復しています。 

 
 

県内の協働の取組がさらに広がるよう、ＮＰＯとの関係の維持や事業担当職員への協

働の理解を深めるための研修・情報発信の充実が求められます。 
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（２）協働形態  

＜県＞ 

本庁「後援」51 件に次いで、「協働委託」、「情報交換・情報提供」、「実行委員会」、「共催」

が合計 97件と、出先に比べ、県事業の企画立案や実施への参画が多く見られます。 

       

   

 

 

 

 

 

 

 

  

出先 本庁では 2件となっている「人的支援」が 15件と最も多く、全体の 33％を占めていま

す。続いて「共催」「情報交換・情報提供」となっています。また、本庁では該当のあ

る「補助」「アダプトシステム」が、出先では 0件となっています。 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜市町村＞ 

県にはない「事業計画段階への参加」が 73件、「指定管理」が 60件あります。また「補

助」の割合も県より高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

後援 51

協働委託 41

情報交換・情報提供 25

実行委員会・協議会 24

その他 23

補助 13

共催 7

物的支援 4

アダプトシステム 3

人的支援 2

協働形態（本庁）

人的支援 15

共催 11

情報交換・情報提供 7

実行委員会・協議会 4

後援 3

物的支援 3

協働委託 1

その他 1

協働形態（出先）

補助 434

協働委託 367

物的支援 303

共催 272

その他 237

実行委員会・協議会 207

情報交換・情報提供 195

人的支援 167

後援 135

事業計画段階への参加 73

指定管理 60

アダプトシステム 16

協働形態（市町村）
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（３）活動分野  

＜県＞ 
本庁「⑥学術・文化・芸術・スポーツ｣が最も多く、続いて「①保健・医療・福祉」「⑬子ど

もの健全育成」となっています。また、出先機関に比べると、「②社会教育」の割合が
低いものとなっています。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出先 本庁に比べ、「⑦環境保全」の割合が高く、全体の 35％を占めています。続いて「②社
会教育」となっています。また、本庁では該当のある「⑨地域安全」や「⑤農山漁村・
中山間地域」等が、出先では０件となっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜市町村＞ 
県と同様、「①保健・医療・福祉の増進」「⑬子どもの健全育成」「⑥学術・文化・芸術・
スポーツ」の割合が高くなっているほか、「③まちづくり」が 13%と高い割合を占めて
います。 
 

       

⑥学術・文化・芸術・スポーツ 35

①保健・医療・福祉 34

⑬子どもの健全育成 24

⑦環境保全 21

⑨地域安全 18

⑤農山漁村・中山間地域 11

⑧災害救援 10

⑲団体への助言・援助 10

⑳その他 8

③まちづくり 7

⑫男女共同参画社会 7

④観光振興 6

⑱消費者保護 5

⑰職業能力開発・雇用機会拡充 3

②社会教育 2

⑩人権擁護・平和推進 1

⑯経済活動 1

活動分野（本庁）

⑦環境保全 13

②社会教育 8

①保健・医療・福祉 6

⑥学術・文化・芸術・スポーツ 4

⑬子どもの健全育成 4

③まちづくり 1

⑫男女共同参画社会 1

活動分野（出先）

①保健・医療・福祉 347

⑬子どもの健全育成 286

③まちづくり 259

⑥学術・文化・芸術・スポーツ 243

⑦環境保全 234

②社会教育 120

④観光振興 117

⑲団体への助言・援助 108

⑳その他 104

⑨地域安全 60

⑫男女共同参画社会 60

⑧災害救援 27

⑩人権擁護・平和推進 26

⑪国際協力 15

⑤農山漁村・中山間地域 13

⑯経済活動 13

⑭情報化社会 11

⑰職業能力開発・雇用機会拡充 6

⑱消費者保護 5

⑮科学技術 1

活動分野（市町村）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 
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１ 福岡県におけるＮＰＯ法人の現状 

 

（１）認証法人数の推移 

福岡県内の認証法人数は、1,661法人(令和 8年 3月末)であり、全国の法人数 49,079

（法人)の約 3.3％を占めています。 

都道府県単位で比べると、東京都、神奈川県、大阪府、埼玉県、北海道、兵庫県、愛

知県、千葉県に次いで 9番目です。 

なお、福岡県における認証法人数は、設立法人の減少及び解散法人の増加により、平

成 29年度に初めて減少に転じました。令和 7年度は過去 9年間のうち 2度目となる増

加となりました。 

 

 

市町村別認証法人数（令和 8年 3月末現在） 

市町村名 件数 市町村名 件数 市町村名 
件

数 
市町村名 件数 

福岡市 611 福津市 17 遠賀郡岡垣町 8 田川郡糸田町 4 

北九州市 301 那珂川市 15 遠賀郡水巻町 7 築上郡築上町 4 

久留米市 109 柳川市 14 三瀦郡大木町 7 糟屋郡宇美町 3 

飯塚市 47 小郡市 14 八女郡広川町 7 糟屋郡須恵町 3 

糸島市 41 嘉麻市 14 田川郡川崎町 7 鞍手郡鞍手町 3 

太宰府市 38 大川市 13 みやま市 6 嘉穂郡桂川町 3 

宗像市 32 朝倉市 12 糟屋郡篠栗町 6 田川郡香春町 3 

八女市 29 筑後市 11 糟屋郡粕屋町 6 糟屋郡久山町 2 

大牟田市 27 糟屋郡志免町 11 京都郡苅田町 6 田川郡福智町 2 

大野城市 26 古賀市 10 遠賀郡遠賀町 5 朝倉郡東峰村 1 

春日市 24 豊前市 9 鞍手郡小竹町 5 三井郡大刀洗町 1 

直方市 23 中間市 9 朝倉郡筑前町 5 田川郡赤村 1 

田川市 21 うきは市 9 京都郡みやこ町 5 築上郡吉富町 1 

筑紫野市 21 宮若市 8 遠賀郡芦屋町 4 築上郡上毛町 1 

行橋市 17 糟屋郡新宮町 8 田川郡添田町 4 合計 1,661 
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（２）活動分野 

福岡県内の認証法人(1,661法人)について、活動分野別にみると、「保健、医療又は福

祉の増進を図る活動」を活動目的に掲げる法人が 1,010法人であり、全体の約 60％を占

めています。 

そのほか、「子どもの健全育成を図る活動」、「社会教育の推進を図る活動」を活動目

的に掲げる法人がそれぞれ 856法人(51.5％)、827法人(49.8％)となっています。 

 

 

   

 

２ 調査票 

 

（１）記入要領及び記入例  

別紙のとおり 

 
※  県、市町村、県警に対して調査を行っており、ここでは参考として、県への調査時に使用したものを掲載
しています。 
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ＮＰＯ・ボランティア団体と行政との 
協働事業実績調査記入要領 

 

１ 調査目的 

本調査は、福岡県及び県内の自治体におけるＮＰＯ・ボランティア団体との協働事業を把握

し、今後の協働の促進に向けた施策の参考とするため実施するものです。 

 

２ 調査対象 

  ＮＰＯ・ボランティア団体と協働して実施した事業（令和７年度実績） 

 

３ 調査票の記入方法 

別途記入例を参照のうえ、以下のとおり記入してください。 

（１） 事業の変更、終了、追加について 

令和６年度実績（令和７年３月調査）の内容を入力していますので、令和７年度実績に

ついて、以下のとおり記入してください。 

①  記載内容に変更がある場合は、朱書き修正（溶け込み）を行ってください。 

②  以下の選択肢より「分類」欄を入力してください。 

・新 規 ･･･ 新規事業又は記載漏れの新規掲載 

・継 続 ･･･ 前回調査以前から掲載されている継続事業 

・終    了  ･･･ 事業の終了 

・ＮＰＯ等なし ･･･ 事業は継続しているが、R5年度はＮＰＯ等との協働実績なし 

・そ  の  他 ･･･ その他の理由により実績なし 

※備考欄に理由を記載してください。 

※Ｒ5年度の実績として公表するものは「新規」と「継続」のみ  

③  新たに事業を追加する場合は、既存の行をコピーして該当箇所に挿入し、朱書きで内

容を入力してください。なお、昨年度以前から継続して実施している事業の記入漏れ等

がありましたら、追記してください。 

 

 

   

＜用語の定義＞ 

○ＮＰＯ・ボランティア団体 

この調査における「ＮＰＯ・ボランティア団体」とは、ボランティア団体や市民活動団体、

特定非営利活動法人等の「自発的・継続的に社会的活動（活動の利益が専ら特定の個人や団体

のためではなく､不特定多数の利益の増進に寄与するための活動）を行う営利を目的としない

団体」をいい、公益法人等（一般・公益社団法人、一般・公益財団法人、社会福祉法人、学校

法人、医療法人、宗教法人、農業協同組合、生活協同組合、共済組合等）を除きます。 

 ○協働 

  この調査における「協働｣とは、「ＮＰＯ・ボランティア団体、行政、企業のそれぞれの主

体性・自発性のもとに、互いの特性を認識・尊重し合いながら、対等な立場で、共通の目的を

達成するため協力・協調すること」と定義します。具体的な協働の例については、下記「５ 

協働の形態について」を御参照ください。 

別紙 
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（２）「活動分野」と「協働形態」について 

実施した事業が該当する活動分野及び協働の形態について、下記「４ 活動分野について」

及び「５ 協働の形態について」の表を参照のうえ、記入してください。 

 

（３）「実績値」について 

  「協働形態」欄にて「協働委託」「補助」「指定管理」を記入した場合は、以下の例を参

考に実績値を記入してください。 

・協働委託：委託料、採択団体数、イベント等の開催回数・延べ参加者数 

・補助  ：助成金額、助成団体数 

・指定管理：指定管理料       等 

なお、令和７年度実績集約中などの理由で記入が締切に間に合わない場合は、「未」と

記入ください。後日改めて確認させていただきます。 

 

 （４）「工夫した点」について 

以下の例を参考に、事業実施の際に工夫した点について記入してください。 

・役割分担が明確にできた 

・ＮＰＯの独創的な発想を活かすことができた 

・事業に広がりが生まれた 

・限られた資金の中で、効果を生むことができた 

 

 （５）「特に効果があった事業」について 

他のモデルとなるような先進的な事例であると思われるもの、他自治体などに広く広報

したい事業など、協働によって事業目的達成に高い効果があったものについては、「○」を

入力してください。 

「○」を入力していただいた事業については、協働のモデル事業として広報する候補に

させていただきたいので、幅広にご紹介ください。 

 

（６）「担当者」について 

担当者氏名と連絡先を記入してください。公開はせず、こちらから問い合わせをする際

の参考とさせていただきます。 

なお、担当者が事業実施時と回答時で異なる場合は、回答時の担当者を記入してくださ

い。 

 

（７）「更新/確認年月日」について 

調査票が更新されているかどうかを確認するための項目になりますので、作業後、入力内

容を更新/確認した年月日をご記入ください。 
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４ 活動分野について 

 

活動分野 説明 

１ 保健・医療・福祉の増進 

２ 社会教育の推進 

３ まちづくりの推進 

４ 観光の振興 

５ 農山漁村・中山間地域の振興 

６ 学術・文化・芸術・スポーツの振興 

７ 環境の保全 

８ 災害救援 

９ 地域安全 

１０ 人権擁護・平和推進 

１１ 国際協力 

１２ 男女共同参画社会の形成 

１３ 子どもの健全育成 

１４ 情報化社会の発展 

１５ 科学技術の振興 

１６ 経済活動の活性化 

１７ 職業能力の開発・雇用機会の拡充 

１８ 消費者の保護 

１９ １～１８の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助 

２０ その他 
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５ 協働の形態について 

協働形態 説明 実施例 

協働委託 
行政がＮＰＯ・ボランティア団体に対

し協働になじむ事業を委託する形態 

子どもの健全育成の活動を行うＮＰ

Ｏ・ボランティア団体に対し小学生向

けの体験学習を実施する業務を委託。

事業実施にあたり、行政は関係各所と

の連絡調整や広報を実施。ＮＰＯ・ボラ

ンティア団体は事業の企画立案、運営

全般を実施。 

補助 

ＮＰＯ・ボランティア団体が主体的に

行う事業に対し、その事業等を育成、助

長するため金銭等を交付する形態 

ＮＰＯ・ボランティア団体の事業への

経費助成を行う。 

実行委員会・

協議会 

ＮＰＯ・ボランティア団体と行政で実

行委員会・協議会を組織し、主催者とな

って事業を行う形態 

環境啓発に関するイベントの実行委員

会にＮＰＯ・ボランティア団体が委員

として参画する。 

共催 

ＮＰＯ・ボランティア団体と行政が主

催者となって共同で一つの事業を行う

形態 

児童虐待防止の啓発イベントを児童保

護の取組を行うＮＰＯ・ボランティア

団体と共催で実施する。 

後援 

ＮＰＯ・ボランティア団体が行う事業

に対し、行政の後援名義の使用を認め

て支援する形態 

ＮＰＯ・ボランティア団体が実施する

イベントへの後援を行う。 

物的支援 

（公の財産の 

使用等） 

ＮＰＯ・ボランティア団体に対し、公共

の空き施設を提供することや、活動に

必要な物品や用具等を支援する形態 

ＮＰＯ・ボランティア団体に対し、会議

室の無償貸し出しを行う。 

人的支援 

ＮＰＯ・ボランティア団体が行う活動

に対し、職員の派遣等を行うことによ

り支援する形態 

ＮＰＯ・ボランティア団体が主催する

フォーラムの受付補助をする。 

アダプトシス

テム 

地域に密着したＮＰＯ・ボランティア

団体がその地域にある道路や河川など

の「里親」となって清掃や植生管理など

を行う。行政と協定書を結び、行政は必

要な用具の貸与や損害保険の負担、活

動団体の掲示などを行う形態 

協定を結んだＮＰＯ・ボランティア団

体に用具を貸し出し、河川敷地等の清

掃を行ってもらう。 

事業計画段階

への参加 

事業検討の際にＮＰＯ・ボランティア

団体から提案を受けるなど県民ニーズ

や協働事業に関する意見を求める形態 

・審議会等にＮＰＯ・ボランティア団体

に参画してもらい意見を求める。 

・ＮＰＯ・ボランティア団体からの政

策・事業提案を募集する。 

情報交換・ 

情報提供 

双方が持っている情報を積極的に提供

し、活用し合う形態 

ＮＰＯ・ボランティア団体との意見交

換会の開催 

指定管理 
公の施設の管理運営をＮＰＯ・ボラン

ティア団体に委ねる形態 
体育施設等の指定管理 

その他 上記の形態に当てはまらない項目 

・ＮＰＯ・ボランティア団体が主催する

イベントの広報協力 

・ボランティア募集の補助 

・ＮＰＯ・ボランティア団体が実施する

事業に対する関係機関との連絡調整 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

福岡県 市町村・地域振興部 地域振興総務課 

共助社会づくり推進室 

（コラボステーション福岡） 

〒812-8577 福岡市博多区東公園７番７号 

福岡県庁舎１階 
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福岡県行政資料 

分類記号 行政コード 

ＪＢ 5400016 

登録年度 登録番号 

08 0002 


